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 会社概要

会社名: 東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社
（証券コード：8616 東証1部・名証1部）

純資産: 1,710 億円
東海東京証券 預かり資産: 48,160 億円

うちリテール: 26,760 億円
時価総額: 1,769 億円
従業員数: 

ホールディングス: 192 人
連結: 3,540 人

東海銀行（※2）
グループ会社

日興証券（※1）
系列会社

東海東京証券

東海東京
フィナンシャル・

ホールディングス
発足

2009年4月

2007年10月
ワイエム証券
営業開始

2008年11月
浜銀TT証券
営業開始

2013年9月
池田泉州TT証券
営業開始

2010年4月

東海東京証券本社を
名古屋市に移転

2010年4月

東海東京証券と
トヨタファイナンシャル
サービス証券が合併東京証券

東海丸万証券

2017年1月
ほくほくTT証券
営業開始

 沿革

2000年10月
東京証券と
東海丸万証券が合併

（※１）現SMBC日興証券 （※２）現三菱東京UFJ銀行

2017年4月
宇都宮証券
（現・とちぎんＴＴ証券）を
提携合弁会社化

2017年3月

ETERNALの
子会社化

2017年4月

髙木証券の
子会社化

2017年9月

ピナクルの
子会社化

（2018年9月30日時点）

2010年5月
西日本シティTT証券
営業開始

2018年3月
十六銀行との
包括的業務提携
に関する基本合意

I. 会社概要
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（2018年10月1日現在）

海外提携金融機関

持株会社（上場会社）

東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社

連結対象子会社 持分法適用会社
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（中
国
）
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・
宇
都
宮
証
券
）

※1 2010年4月、東海東京証券とトヨタファイナンシャルサービス証券が合併

※2 2011年1月、東海東京ファイナンス＆リアルエステートと東海東京投資顧問が合併し、東海東京アセットマネジメントが発足
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証
券

東
海
東
京
証
券※
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2009年4月1日持株会社制へ移行
グループ経営と証券会社としての業務執行の機能を分離し、経営判断を迅速化

地域戦略、アライアンス戦略を促進するため、持株会社によって機動性、柔軟性を確保

I. 会社概要
グループ概要
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0

20,000

40,000

60,000

80,000
提携合弁証券

合計

髙木証券

東海東京証券

東海東京証券 : 66 店舗
提携合弁証券 : 77 拠点
髙木証券 : 12 拠点

東海
43 店舗

(うち愛知33店舗)

九州
1 店舗 中国

/ 四国
4 店舗

甲信越
2 店舗

東北
1 店舗

関東
12 店舗

(うち東京8店舗)

とちぎんＴＴ証券

旧・宇都宮証券(7 営業拠点)

(7 営業拠点)

ワイエム証券

西日本シティTT証券

(19 営業拠点)

(22 営業拠点)

浜銀TT証券

(17営業拠点)

池田泉州TT証券

(2018年10月1日現在)

(5 営業拠点)

ほくほくTT証券

国内ネットワーク

近畿
3 店舗

預かり資産 (億円)

ETERNAL

(保険テラス 57 店舗)

I. 会社概要
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本社

海外現地法人

提携金融機関

未来アセット大宇

国泰君安証券

ファースト・メトロ・
インベストメント・コーポレーション

スティーフル・
フィナンシャル・コープ

ブアルアン証券

ケナンガ・インベストメント・バンク

海外合弁会社

フィリップ東海東京
インベストメント・マネジメント

フィリップ・セキュリティーズ

東海東京フィナンシャル・ホールディングス

東海東京証券香港

東海東京証券ヨーロッパ

東海東京証券アメリカ
東亜銀行

東海東京グローバル・インベストメンツ

海外出資先

東海東京シンガポール

バオベト証券

（2018年10月1日現在）

海外ネットワーク
I. 会社概要



II. 東海東京フィナンシャル・グループ（TTFG）の
特色と優位性
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地方銀行との提携合弁証券（JV）

マーケット部門の拡大

富裕層ビジネスの拡充

配当政策

ガバナンスとフィデューシャリー・デューティー

「新時代の旗手」
への期待

II. TTFGの特色と優位性

アナリストの評価
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比例合算による営業収益イメージ 比例合算による経常利益イメージ

ビジネスの特徴と財務状況

II. TTFGの特色と優位性

髙木

6%

ETERNAL
3%

FH+その他

子会社収益

3%

JV6社+エース証券の

営業収益持分

14%

リテール

34%

ウェルス

マネジメント

4%

次世代ビジネス

3%

投資銀行

2%

法人

4%

マーケット部門

26%

その他

1%
TTSC
69%

FH+その他

子会社損益
10%

JV6社+エース証券

の経常利益持分
16%

配当金
5%

※ 持分法適用会社（提携合弁証券およびエース証券）の収益を持分比率により合算することで、2019年3月期上期における当社
グループ損益の源泉のイメージを提示するものであり、企業会計上の連結損益計算書とは異なります。

※ 髙木証券、ETERNALは経常損失の
ため上記比率に含めず

【リテール営業】
41%

【非リテール営業】
33%

TTSC以外
26% TTSC

74%
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（百万円）

金融収益

トレーディング損益

受入手数料

■その他

■受益証券

■国内債券

■外国株式

■国内株式

■外国債券

■国内債券

■外国株式

■国内株式

合計

（連結）営業収益 商品別内訳

II. TTFGの特色と優位性
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人材

（ノウハウ）
コンプラ

営業

サポート
システム 事務

研修
調査

レポート

東海東京フィナンシャル・

グループ

地方銀行

マジョリティ出資

（60％）

提携合弁

証券

マイノリティ出資

（40％）

商 品

（東海東京証券）

当社グループがもつ

証券プラットフォームを

パッケージで提供

商品の売買
顧客紹介

支店の営業譲渡

証券
オペレー

ション

リサーチ 情報

投資銀行

業務
教育

独自の銀証連携モデル

プラットフォーム

地方銀行との提携戦略

II. TTFGの特色と優位性
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全国地方銀行預金量 上位20行（2018年3月末）

地方銀行との提携戦略

II. TTFGの特色と優位性

★ :証券子会社あり

※東海東京フィナンシャル・ホールディングスの提携先

提携先 預金量（兆円） 証券会社名 営業開始

1 コンコルディアFG 15.4 浜銀TT証券 2008年11月

2 ★ めぶきFG 13.9
3 ★ ふくおかＦＧ 13.7
4 ★ 千葉銀行 12.0
5 ほくほくＦＧ 11.0 ほくほくTT証券 2017年1月

6 ★ 静岡銀行 9.5
7 山口ＦＧ 8.7 ワイエム証券 2007年10月

8 ★ 九州ＦＧ 8.3
9 西日本ＦＨ 7.8 西日本シティTT証券 2010年5月

10 ★ 七十七銀行 7.4
11 ★ 広島銀行 7.1
12 ★ 京都銀行 6.8
13 ★ 群馬銀行 6.6
14 ★ 八十二銀行 6.5
15 ★ 中国銀行 6.4
16 十六銀行 5.4 2019年度中（予定）

17 ★ 東邦銀行 5.2
18 ★ 伊予銀行 5.0
19 大垣共立銀行 4.9
20 池田泉州HD 4.9 池田泉州TT証券 2013年9月

‐ 栃木銀行 2.6 とちぎんＴＴ証券 2017年4月合弁化

預金量計

55.8兆円

（旧・宇都宮証券）
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3月期
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3月期

19年

3月期

上期

提携合弁証券取引からの収益他

持分法による投資利益（税前）

対連結経常利益比（％）

（百万円）
（％）

預かり資産残高推移（JV6社合算） 連結利益への貢献

55

2,453

3,717

5,400

6,420

7,808

8,844

10,480
9,985

12,445

14,502

14,992
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18
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9月

(億円)

地方銀行との提携合弁証券（JV)
II. TTFGの特色と優位性
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証券会社

IFA地方銀行

資産運用

事業承継
M&A

FinTech(IT/AI)
次世代

プラットフォーム先

2018年9月時点 58社

《新規提供機能》《グレート・プラットフォーム》

ワイエム証券

浜銀TT証券

西日本シティTT証券

池田泉州TT証券

ほくほくTT証券

とちぎんTT証券

（十六TT証券）

証券

オペレーション

情報

投資銀行業務

教育

富裕層

保険

リサーチ

地
方
銀
行
と
の

提
携
合
弁
証
券

グレート・プラットフォームのスキーム図

II. TTFGの特色と優位性
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13年3月期 14年3月期 15年3月期 16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年

3月期

預り資産（左軸：百万円）

累積社数（右軸：社）

（社）（百万円）

プラットフォーム提携社数と

保護預かり資産
プラットフォーム事業関連利益と寄与率

プラットフォーム事業

II. TTFGの特色と優位性
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外国債券・仕組債・為替トレーディング

外国株式トレーディング

国内債券トレーディング

国内株式トレーディング

（組成にかかる収益および既発外債・為替収益）
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PF 提携合弁証券

東海東京証券

（百万円）

*東海東京証券社内管理上のデータに基づく数値

*管理会計上分類できない数値を「その他」として計上

商品別収益 顧客別フロー収益

米国株式売買高

（東海東京証券）マーケット部門

II. TTFGの特色と優位性
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ハイ・

ウェルス
28.0%

ウェルス
24.3%

ミドル
32.0%

マス
6.4%

非対面
9.4%

ハイ・

ウェルス
17.8%

ウェルス
32.5%

ミドル
41.7%

マス
5.9%

非対面
2.0%

ハイ・

ウェルス

6.5%

ウェルス

25.9%

ミドル

56.1%

マス

11.4%

リテール部門の預かり資産における富裕層比率

ハイ・ウェルス :預かり資産1億円以上
ウェルス :3,000万円以上1億円未満
ミドル :500万円以上3,000万円未満
マス :500万円未満

2013年3月末

リテール部門の収益における富裕層比率

2013年3月期

2019年3月期 上期

ハイ

・ウェルス

14.4%

ウェルス

24.3%
ミドル

46.5%

マス

14.8%
メンバー専用のプライベートサロン

担当顧客数を絞り、エキスパートが
ワンストップで長期にわたり対応

多種多様でプレミアムなイベントを
開催

メディカルコンサルティング／提案

など
※ご入会には内部審査があります。

《オルクドール》

株式委託手数料割引

国内投資信託手数料・外国為替
スプレッドポイント還元

健康サポート

プレミアセミナー

など

※本サービスのご利用には取引条件などが
あります。

《プレミアクラブ/プレミアVIPクラブ》

富裕層向けサービス内容

（東海東京証券）富裕層ビジネス

2019年3月期 上期

II. TTFGの特色と優位性
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1,052

1,784
2,033

2,456
2,668 2,646

738

679 

1,024 

1,171 

1,290  1,361 

2,049
（うち東京623）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

16年

3月

16年

9月

17年

3月

17年

9月

18年

3月

18年

9月

預かり資産－東京（左軸）

預かり資産－名古屋（左軸）

メンバー数（右軸）

1,060 
1,324 

1,508 

2,009 

2,509 2,634 
2,844 

3,246 

3,740 
3,920 

4,745 

728

855
845

1,051

849
784

623 

777 

840 
840 

460 

1,844

2,231
2,404

3,143

3,546
3,654 3,669

4,245

4,797

5,030

5,275

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期

14年3月期 15年3月期 16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年

3月期

PEA

重複

ウェルスマネジメント本部

（億円）

オルクドール

メンバー数・預かり資産

預かり資産
(ウェルスマネジメント本部＆ﾌﾟﾚﾐｱ・ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ)

（東海東京証券）ウェルスマネジメント部門

II. TTFGの特色と優位性
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お客様ファースト

■東海東京証券「お客様本位の業務運営に関する取組み方針（抜粋）」

最善の利益
利益相反の管理

ふさわしいサービス

手数料等の明確化

重要情報の

わかりやすい提供
従業員の動機づけ

■ガバナンス

社外取締役の役割重視

業務執行機能と監督機能の明確化

指名・報酬委員会の設置

ガバナンスとフィデューシャリー・デューティー

II. TTFGの特色と優位性



III. 業績概要
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8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

28,000

26,440

41,414
50,152

40,395 38,989
43,711

36,620
30,963 28,554

36,857

39,831
45,430

35,842

3,255 14,065
20,165

13,240 12,929 15,595
10,062 5,235 4,008 9,261 8,246 12,693 3,985

1,721

9,552

14,480

8,763 8,498
10,001

7,855
4,566 4,428

7,561

16,962

8,434

3,060

0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
14,000
16,000
18,000

0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
70,000
80,000
90,000

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期

13年3月期 14年3月期 15年3月期 16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年

3月期

（百万円）

営業収益、経常利益

営業収益 経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益

当期純利益当期純利益

負ののれん発生益
111.6 億円を含む

32四半期連続経常黒字

日経平均株価 (円)

III. 業績概要

業績推移（連結、半期）
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（単位：百万円）

証券名 営業収益 経常利益 当期利益

1 大和証券グループ 347,746 46,015 36,286

2 ◎ ＳＭＢＣ日興証券 194,282 36,245 27,925

3 ◎ みずほ証券 202,418 24,206 21,508

4 △ ＳＢＩ証券 60,394 27,885 19,223

5 ◎ 三菱ＵＦＪ証券HD 185,537 28,864 15,363

6 △ 楽天証券 29,539 10,079 6,976

7 △ 松井証券※1 14,389 7,869 5,465

8 東海東京FH 35,842 3,985 3,060

9 △ カブドットコム証券※1 10,927 3,825 2,682

10 岩井コスモ証券 10,891 3,199 2,283

11 △ マネックスG(IFRS) 26,400 1,830 1,745

12 岡三証券グループ 36,346 3,067 1,544

13 極東証券 3,319 881 1,322

14 いちよし証券 11,582 1,986 1,317

15 丸三証券 8,261 651 668

19 野村ホールディングス※2 879,366 14,110 6,010

2019年3月期上期（2018年4月～9月）

各社決算資料より

東海東京フィナンシャル・ホールディングス作成

◎銀行系 △ネット証券

※１ 単体決算

※２ 米国会計基準

業績ランキング（当期純利益）

III. 業績概要
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仕組債
新興国
市場

米国株 日本株

資本市場の
不安

先行投資
‐ FinTech
‐ オフィス移転

（オルクドール・サロン東京、
東京本部・マーケット部門）

買収子会社の黒字化の
遅れ
‐ 髙木証券

‐ ETERNAL
‐ ピナクル

III. 業績概要
2019年3月期上期のマイナス要因
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0

50

100

150

200

250

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

東海東京

野村

大和

70

80

90

100

110

120

130

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

東海東京

野村

大和

岡三

80

89

77
76

株価推移（10年間）
（2007年末=100）

本年の株価推移
（2017年末=100）

社名
PBR（倍）

2017/12/29 2018/11/27

東海東京 1.11 0.85

野村 0.80 0.62

大和 0.90 0.78

岡三 0.88 0.72

出所： Bloomberg

（ご参考）PBRの他社比較

III. 業績概要
証券業界の株価動向
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9,231 9,516 9,759 9,767 9,967 9,923 10,244 10,074 9,758 10,058 10,489 11,727 11,987 12,353

1,801 1,740 1,741 1,785 1,790 1,865 1,950 2,052 1,987 2,080 2,080
1,987 2,080 2,080

664 808 769 731 883 847 894 820 645 648 744
1,404 1,406 1,404

3,017 2,893 2,988 2,968 2,972 3,064 3,129 2,941 2,998 2,927 3,291

3,433 3,362 3,699

1,808 1,902 1,825 1,880 1,925 2,013 1,946 1,967 2,013 2,067
2,002

2,238 2,327 2,246

957 982 909 948 918 928 884 886 903 958
1,036

929 1,013 1,072

1,183 1,165 1,108 1,095 1,284 1,096 1,357 1,289 1,883 1,535
1,529

1,972 1,776 1,744
6,636

3,584 3,866 4,605 2,831 2,162 1,786 3,230 2,799 3,636 2,328

3,208
4,184 2,6682,014

2,214 1,846
2,251

2,123
1,915 1,880

2,011 1,741
2,025 1,635

2,469
2,426

1,9012,781

2,399 1,660
2,726

2,273
1,541 1,292

2,086 1,962
2,402

1,996

1,962
2,402

1,996465

499
469

586
613

680 592

590 571
590

477

571
590

477
30,644

27,789
26,951

29,350
27,588

26,044 26,111
28,117

27,270
28,942

27,460

31,909
33,562

31,647

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 上期 下期 上期

14年3月期 15年3月期 16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年
3月期

18年3月期 19年
3月期

事務費（変動費）

システム費（変動費）

提携証券支払手数料

取引関係費（その他変動費）

人件費（変動費）

その他

減価償却費

取引関係費（固定費）

不動産関係費

事務費（固定費）

システム費（固定費）

人件費（固定費）

固定費

（百万円） 合計

※ JVへの支店譲渡時のデータ移行費（事務費）控除 17年2Q・17年4Q

グループ会社増加に
伴う、人件費の増加

変
動

費

固
定

費

髙木証券、

ETERNAL、
ピナクルを除く

III. 業績概要

（連結）販売費および一般管理費の推移
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0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2018/9

（億円）

東海東京証券　合計 （億円）

2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2018/9

23,715 24,410 27,525 24,414 25,123 26,526 26,760

東海東京証券　合計 （億円）

2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2018/9

39,952 43,202 48,440 40,942 42,763 46,591 48,160

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2018/9

提携合弁証券

宇都宮証券

髙木証券

その他

投資信託

国内債

外債

株式

（億円）

■グループの預かり資産推移（全体） ■グループの預かり資産推移（個人顧客）

III. 業績概要

グループの預かり資産推移

（現・とちぎんＴＴ証券）

東海東
京証券



IV. 経営計画

「New Age’s, Flag Bearer 5 ～新時代の旗手～」
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地方再生社会環境の変化

競争の激化

働き方

投資意識の広がり

高齢化
格差

デジタル時代

FSA
フィデューシャリー・デューティー

ビジネスモデル、ガバナンス

ビジネス構造の
変革

IV. 経営計画「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」

ビジネス環境の変化
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Innovation Jump up 5
(2006 - 2009)

TT Revolution
(2009 - 2012)

Ambitious 5
(2012 – 2017)

ビジネスポートフォリオ
商品の多様性

地方銀行との提携戦略

プラットフォーム事業

お客様セグメント別戦略

マーケット＆

インベストメントバンク

グレート･

プラットフォーム

リテール戦略の
独自展開
●オルクドール
●マニーク
●成熟層

不透明

不確実

不安な時代
《環境変化》

柔
軟
な
対
応
が

で
き
る
組
織
体 組織と防衛ライン

生

産

性

革

命

人間性

専門性

人事制度
改革

経営計画の推移

IV. 経営計画「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」
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「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」

更なる経営基盤の強化と成長 戦略テーマの追求

生 産 性 革 命

同業他社M&A

資産運用会社

多様な年金・保険機能

銀行機能

海外戦略

大都市圏

組織

防衛

ライン

人間性

専門性

マーケット＆

ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸ

グレート

プラットフォーム

Orque d’or
（オルクドール）

MONEQUE
（マニーク）

成熟層

ﾘﾃｰﾙ戦略の

独自展開

概要

IV. 経営計画「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」
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ブランド名＝Orque d’or（オルクドール）

富裕層向けブランド「オルクドール」 オルクドール サロン

《名古屋》

エントランス、ラウンジ、

ダイニング、応接室、

セミナールーム、

多目的ホール、

はなれ（和室） など

《東京》

(イメージ図）

2018年4月より東京でもメンバー向けサービス展開開始

サロンは2019年春、日本橋高島屋三井ビルディングにオープン
予定

エントランス、ラウンジ、レストラン、応接室、セミナールーム、
多目的ホール、屋上庭園 など

ブランド理念

オルクドールは、お客さまとそのご家族の真の

パートナーとして、「高い信頼性」と「最高のご

満足」をお届けするためのブランドです。

メンバーとご家族の真のパートナーとして、資

産形成やライフスタイルに関する幅広いご相

談に誠実にお答えし、世代を超えた「ゆたかさ

の継承」を支援するとともに「最高のおもてなし

」を実現いたします。

※ フランス語の「黄金のシャチ」の意味

「Orque d’or（オルクドール）」
IV. 経営計画「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」
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ライフプラン

[One Tap BUY]

少額スマホ投資
IFA ネットワーク

FinTech

ポイント投資
ポイント決済

ネット

TT
オンライン証券

[トラノテック]
おつり投資

FinTech

髙木IFA

流通系

その他
異業種

通信系

保険代理店

[お金のデザイン]
ロボアド「THEO」

• SNS
• 投信の窓口（ファ

ンドラボ）
• デジタルマーケ

ティング
• ビッグデータ活用
• 企業IR

（投資）

ローコスト決済
プラットフォーム

デジタル
マーケティング

ポイント基盤

（オペレーション・
マーケティング）

地銀ネットワーク

保険+(プラス）

共同マニーク

個人融資ネット仲介

保険+(プラス)

FinTech連携 地方創生

次世代ビジネス戦略

IV. 経営計画「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」
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外株商品
強化

グローバル
トレーディング エクイティ

ビジネス

仕組債内製化
プロ私募投信組成

etc.

国債
電子取引

ビジネスインフラの増強

商品の多様化

月間
30億円体制

システム
高度化

要員増強

マーケット部門の体制強化

IV. 経営計画「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」
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証券会社

IFA地方銀行

資産運用

事業承継
M&A

FinTech(IT/AI)
次世代

プラットフォーム先

2018年9月時点 58社

《新規提供機能》《グレート・プラットフォーム》

ワイエム証券

浜銀TT証券

西日本シティTT証券

池田泉州TT証券

ほくほくTT証券

とちぎんTT証券

（十六TT証券）

証券

オペレーション

情報

投資銀行業務

教育

富裕層

保険

リサーチ

地
方
銀
行
と
の

提
携
合
弁
証
券

グレート・プラットフォーム・スキームの拡充

IV. 経営計画「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」
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地方銀行との相乗的協業を拡大し、地方銀行と証券会社とのシナジー最大化。

東海東京FG 十六銀行

事業承継
M&A 地域ファンド

富裕層
ファンド

オペレーション

FinTech商品開発 提携合弁証券
（JV）

十六銀行との包括的業務提携

IV. 経営計画「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」



36

デジタル時代への挑戦

規律の文化

市場部門の

パワーアップ

富裕層ビジネスの

新旗手

社員総活躍

プラットフォームビジネスの覇者

経常利益
300億円体制

ROE
10~15%

預かり資産
10兆円

「新時代の旗手」をめざして

IV. 経営計画「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」
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東海東京証券
東海東京証券

過去

証券会社

リテール
（成熟層）
株式
投資信託

現在 近い将来

JV

ほくほく

ワイエム 浜銀 西日本シティ

池田泉州 とちぎん

同業証券会社

マーケット／
法人部門

投資銀行

富裕層

リテール

成熟層

IFA 金融商品仲介

FP CPA

保険代理店

通信 小売 その他

JV

ほくほく

ワイエム 浜銀 西日本シティ

池田泉州 とちぎん

十六

その他

TTオンライン
（FinTech）

東海東京証券

富裕層

マーケット／
法人部門

成熟層

投資銀行

次世代

電子決済

小額投資

ロボ・アドバイザー

SNS

同業証券会社

新ビジネスモデル

IV. 経営計画「New Age’s, Flag Bearer 5～新時代の旗手～」



V. 株主還元
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‐20
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20
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（円）

※ EPSとROEは年率換算

東海東京 野村 大和
EPS

ROE

配当利回り

V.  株主還元
株式指標の他社比較
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32.00  34.00 

28.00  26.00 
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12.00 
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上期
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配当利回り
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■ 配当方針について

中長期的な保有を考慮し、基本的には 30～50％程度の配当性向、国債金利、配当利回りなどを総合

的に勘案の上、安定的な配当をこころがけています。

2019年3月期中間配当については、配当利回りおよび安定的な配当を重視し、12円配当。

V.  株主還元

配当政策
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■ 株式分布および大株主について

大株主
持株数
（千株）

持株比率
（％）

- シュローダー・インベストメント(*) 20,129 7.44

1 株式会社三菱UFJ銀行 12,016 4.44

2 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 10,451 3.86

3 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 10,234 3.78

4 三井住友海上火災保険株式会社 7,283 2.69

5 トヨタファイナンシャルサービス株式会社 7,280 2.69

6 株式会社横浜銀行 7,014 2.59

7 日本生命保険相互会社 5,611 2.07

8 三井住友信託銀行株式会社 4,800 1.77

9 ジェーピー モルガン チェース バンク 385166 4,470 1.65

10 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 4,421 1.63

（2018年9月30日現在）

個人
21.7%

金融機関
38.6%

国内法人
9.5%

外国人
23.0%

証券会社
2.7%

自己株
4.5%

※上記の1位～10位の大株主情報は、2018年9月末基準日の株主名簿をもとに記載しておりますが、2018年9月20日付
シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社による（大量保有）変更報告書にもとづき、同社グループが当社
株式を20,129千株（2018年9月末時点7.44％）保有していることを認識しております。

V.  株主還元

株主情報
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 地域の名産品等を掲載したカタログから、保有株数に応じてお好み

の商品をお選びいただきます。

（2017年3月期実績）

 100株以上1,000株未満保有の株主様には、

当社株の3年以上の継続保有を条件として、一律、500円相当の優待

商品（クオカード等）を進呈いたします。

保有株式数 優待商品

1,000株以上3,000株未満 2,000円相当の名産品等を一点

3,000株以上5,000株未満 2,000円相当の名産品等を二点

5,000株以上10,000株未満 5,000円相当の名産品等を一点

10,000株以上 5,000円相当の名産品等を二点

（2018年3月期カタログギフトより）

V.  株主還元

株主優待制度
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お問合せ先

東海東京フィナンシャル・ホールディングス

広報・ＩＲ部 Tel: 03-3517-8618 Fax: 03-3517-8314
E-mail: fh_ir@tokaitokyo-fh.jp

 本資料は、最新の業績等に関する情報の提供を目的とするためのものであり、当社が発行する
有価証券の投資勧誘を目的としたものではありません。


